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要旨

2030年までは既存技術でGHG排出を相当量削減できるが、トランジションを経て、
2050年までのネットゼロ実現には今後10年間のエネルギーイノベーションが不可
欠である。

カーボンニュートラルとエネルギーの安定供給を基軸とするグリーン成長に不可欠
な重要なエネルギー技術は、再生可能エネルギー、次世代電力ネットワーク、水素
サプライチェーン、革新的原子力技術、CCUS(二酸化炭素回収・利用・貯留)であ
る。

その重要性の評価基準は、我が国の技術優位性、コスト競争力、エネルギーセキュ
リティーに加えて、温室効果ガス（GHG）限界削減費用を考慮した経済的ポテン
シャルである。

エネルギー転換部門は、産業、民生、運輸の全ての需要分野の課題と結びついてお
り、需給一体で最も経済的な排出削減を目指すべきである。主要排出源の一つであ
る交通部門と電力部門のセクターカップリングを実現する、

統合型エネルギーマネジメントシステムの開発と社会実装（第2期内閣府戦略的イ
ノベーション創造プログラム（SIP）で取り組んでいる「IoE社会のエネルギーシ
ステム」）などが領域をまたぐ横断的な重点分野である。

分散型エネルギー資源(DER)のマネジメントは、グリーン成長戦略における重要分
野の一つ 「住宅・建築物・次世代電力マネジメント」に位置付けられている。エ
ネルギートランジションのため、2030年代にスマートエネルギーマネジメントシ
ステムを本格的に普及させることが目標
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内容

• エネルギー・電力需給の動向

• カーボンニュートラルへのエネルギートランジションの重要性

• セクターカップリングによるCO2排出削減と社会的付加価値創出

• 九州V2Gのパイロット事業、効果分析、事業性
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2019年度エネルギーフロー：％表記
20 EJ(4.8億TOE)=100%
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エネルギーサー
ビス（効用）



エネルギー自給率
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出典:資源エネルギー庁（2019.4），平成
29年度の総合エネルギー統計 確報

ホルムズ海峡のタン
カー攻撃(2019.6)



エネルギー自給率の推移
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出典:資源エネルギー庁（2021），エネルギー白書令和2年度版



主要国の1次エネルギー自給率
出典：資源エネルギー庁
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電力危機

• 何故、電力危機が起きるか

• 市場制度設計：電力市場、特に卸電力市場の入札方法

• FITによるゼロ限界コストプラント（PV）の参入

• Missing money problem

• まだ経験浅い容量メカニズム
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入札と落札価格設定：
社会厚生最大化→System marginal pricing （統一価格制）
エネルギー料金単価：短期限界費用ベース
固定費回収が不確実
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時間帯別需要と限界費
用曲線（発電事業者の
入札曲線）の交点が市
場均衡価格



小売電気事業の販売価格と卸電力市場価格
JEPX価格が安価な時は問題ない

10出所：戸田、2020



自主的な節電により停電回避できた
経産大臣会見以降ようやく期待通りの節電
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12出典:資源エネルギー庁、2022年度夏季及び冬季の電力需給について、2022年4月

化石燃料の脱ロシアはエネルギーセキュリテイ上、容易でない
特に運輸部門は石油依存率が高く、シェアも大きい→カーボンニュートラル
化のハードルが高い



13出典:資源エネルギー庁、2022年度夏季及び冬季の電力需給について、2022年4月

現状、ガス火力の発電原価は30円/kWh超え->
限界プラントとしてJEPX価格を押し上げ小売電気事業者の一部は経営難



スポット市場 ─ 2022年06月30日受渡分の取引情報
コロナ禍からの経済回復による需要増
燃料価格高騰に伴う電力市場価格の高騰とPV大量導入による乱高下
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6月29日渡しスポット、東京で一時２００円
／インバランス上限に張り付く
New  2022/06/29 

日本卸電力取引所（ＪＥＰＸ）のスポット
市場で２９日受け渡し分の取引が行われ、厳
しい電力需給が続く東京エリアで一時２００
円の高値をつけた。
インバランス料金の上限に張り付いた形。
２９日受け渡し分のシステムプライスは、２
４時間平均が前日比３円６０銭高の４５円２
６銭、昼間平均が同５円４０銭高の５６円６
４銭、ピーク平均が同１円７８銭高の４９円
００銭となり、いずれも３日連続で今年度最
高値を更新した

Source: http://www.jepx.org/market/



安定供給のためには必要

送電事業者
（TSO）

卸電力市場からの
売電収入（P）

既存火力は市場から退出

自由化された電力市場：限界費用による価格形成
発電事業者は収入を得るためには、限界費用による売値提示
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変動電源（PV）大量導入等によるミッシングマネー問題

P

P1

◼ 変動電源大量導入によるミッシングマネー問題の定量評価の必要性
⇒kWh市場のみで、供給力確保を卸電力市場の価格シグナルに委ねると、
既存発電設備の固定費未回収問題（ミッシングマネー問題）が生じる

⇒固定費回収の予見可能性を高めないと電力危機は続く恐れ→容量市場、他(CfD)



先進国の野心的な排出削減目標
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Source: UNFCC, GHG data interface

• カーボンニュートラル実現
の理念

• 再生可能エネルギー加速
• 欧州、中国などで電力供給

不足
• 中国で石炭増産
• 化石燃料高騰が原材料価格、

物流コストを押し上げ、グ
リーンインフレーション
（性急すぎる脱炭素化に実
体経済が追い付かない）の
懸念
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1.5℃シナリオ実現のためネットゼロは2040-70年の間（IPCC）
シナリオの多様性、大きな不確実性に注意。
2050年CNはほぼ中位ケース
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主要先進国GHGの推移
野心的な長期GHG削減目標設定。特に北米



日本のGHG排出量と削減目標
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2050年ネットゼロシナリオの対策技術別排出削減
出所：IEA, 2021 20

グローバルネットゼロ実現には、行動変容＋EE（Energy Efficiency）、再生可能
エネルギー(主にPV,WT) 電力によるEV化など効率的電化、 CCUS、水素が柱。



次世代
電力
NW

・費用効果性・実効性の時間軸（イノベーションからのタイムラグ）
・どの需要用途にどの技術を適用すれば、最小コストで実装可能か
参考：第３部-Ⅰ.エネルギー産業、対策技術のポジショニングマップ、グローバルポテンシャル

実装時期

CO2削減コスト

高

低

2022年 ～2030年 ～2050年 2050年～

電力NWの
強靭化

70億t

柔軟・軽量・高効率な
太陽光発電 7億t

地熱
高効率化

65億t

浮体式洋上風力

高効率・低コスト
パワエレ技術
14億t

水素サプライチェーン構築
（製造・輸送・貯蔵・利用＆発電）

60億t

核融合エネルギー
5.9億t

80億t

CCUS

参考：GHG排出削減量の参考データ
内閣府統合イノベーション戦略推進会議
革新的環境イノベーション戦略

定置用
蓄電システム

次世代炉

再エネ出力
予測技術

メタネーション
11億t



2050年カーボンニュートラルへのエネルギートランジション：
限界費用は400$/t-CO2
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出典：秋元、RITE, JSER, 
2021.10

連系線増強の限
界削減費用は
260$/t-CO2



民生分野 産業分野運輸分野農林水産分野 CO₂ 

CO₂ 

CO₂ ②エネルギー
ネットワーク

④カーボンリサイクル、
CCUS

③水素電気

熱利用 炭化水素系燃料電気

化石燃料
・石炭 ・石油
・天然ガス ・メタンハイドレート

再生可能エネルギー
・太陽光 ・水力 ・風力 ・地熱
・太陽熱 ・地中熱 ・未利用熱
・バイオマス ・海洋エネルギー 等

転換

発電
電気 熱

一次
エネルギー

二次
エネルギー

最終需要

水素
燃料／
熱利用

①非化石エネルギー
海外

海外からの
水素

海外でCO2貯留

燃料

⑤ゼロエミ農林水産業

CO₂ 

原子力
（SMR）

分野間連携

CCS

転換

DAC3）

水素

大気

炭素・窒素固定

３）DAC : Direct Air Capture（大気からのCO2分離）

１）CCUS : Carbon Capture, Utilization and Storage（炭素の回収・利用・貯留）

２）農業・林業・その他土地利用部門からのGHG排出量は世界の排出量の約1/4を
占める（出典：IPCC AR5 第3作業部会報告書）

CNイノベーションの全体像
デジタルデータ活用とエネルギーチェーン全体の最適化（セクターカップリング型エネ
ルギーマネジメント）が必要
エネルギーセキュリテイ確保（エネルギー自給率）の増分コストを抑制できるしなやか
な（外乱に強い）エネルギーポートフォリオを組むこと



2050年Carbon Neutral Energy Mix：第6次エネルギー基本計画案
再生可能エネルギー電力（特に変動電源=PV+WT）が支配的な脱炭素電源に
慣性力不足など技術的課題多し
広域HVDCなどNW整備に多額の投資が必要

24出所：2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン 成長戦略、2021年6月

カーボンニュートラルエネルギーシステムへのパス



電源別発電コストの推移：
地域によっては石炭火力より安価になった風力、PV
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注意：Bloomberg 
NEF(New Energy 
Finance)には、記載
されていない電源技
術有り
• 我が国では水力、

原子力
• 仏：原子力



世界の発電電力量構成
・水力を除く再生可能エネルギーシェアは14％程度
・未だ化石エネルギーが6割を占める
・再生可能エネルギーは伸びているが、需要変動に対して安価な石炭火
力が調整しているのが現実

26
Source: IEA Renewables, 他



蓄電池、PV,風力の2020年上期までの発電コスト低下傾向
実取引データに基づく
コロナ禍の影響は？需要減で安価になった化石燃料価格
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我が国の電源構成：3.11まではベストミックス達成。
現在、LNG＋石炭が主力電源
PV,風力の主力電源化を推進するエネルギー・環境政策に転換
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日本の電源構成（発電電力量）
再生可能エネルギー比率は約20％（水力を含む）
2030年度目標達成には過去5年の伸びを33％加速させる必要有
化石燃料の調達先を最適化する：脱ロシア→北米シェールガスなど
グローバルにはまず化石燃料への補助を廃止（電化を阻害）

29出所：https://eneken.ieej.or.jp/data/10035.pdf



欧州：温暖化政策以前からある（水力の国際融通）国際連系系統、いわば、欧
州でベストミックスを形成。
日本：高コストの地域間連系を必要最小限に。3.11以降、広域連系拡張へ。

30出所：経産省、transition_finance_roadmap_electric_jpn.pdf、2022.2



電力市場の進化：欧州型を採用。ISO不採用。法的分離を採用
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電力市場改革の実態と課題
電力システム改革は法的分離し、完了（2020年4月）
→今後、配電重視、レジリエンス強化
分散型システムと広域システムの融合
再生可能エネルギー政策見直し：市場整合的に、補助金政策から脱
却（2022年度FIP）

法的分離後のスキームでも[発電＋流通]コスト最小化を目指すべき
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再生可能エネルギー電源設備容量（2021年度以降は予測）
事業用PVに偏っている
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PV設備容量（62GW, 2021年6月末、新規・移行認定分）
狭隘な国土の日本の特徴：低圧(-50kW)が約半分
九州エリアでは系統最小需要の2倍相当
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変動電源予測誤差の分布（九州）

縦軸：再生可能エネルギー平均出力(Average output)
→ PV出力実績値及びWT出力実績値の合計出力値の一日分の平均値
曇り：誤差が大きい。晴れ：安定した出力
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A: 過大予測かつ
平均出力大

B: 過小予測かつ
平均出力大

C: 過小予測かつ
平均出力小

D: 過大予測かつ
平均出力小
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変動電源（PV,WT）普及により
運転予備力必要量が増大
上げ予備力：EVから放電
下げ予備力：EVに充電

需要電力
の3%

95パーセン
タイル値*

(右上図)

95パーセンタ
イル値

(右下図)

正の予測誤差の
95パーセンタイル値：
1,814MW
→ 上げ予備力必要量へ

正の予測誤差の
95パーセンタイル
値：546MW
→ 上げ予備力必要量
へ

負の予測誤差の
95パーセンタイル値：
-1,326MW
→ 下げ予備力必要量へ

負の予測誤差の
95パーセンタイル値：
-432MW
→ 下げ予備力必要量
へ

正：過大予測で供給不足に陥る
負：供給過剰

九州電力エリア、PV,WT予測誤差

出所：岡本一慶、浅野浩志，坂東茂、電力系統における変動性再生可能エネルギー電源出力のアンサンブル予測を考慮した確率論
的発電機起動停止計画の経済性評価, 電気学会論文誌B,Vol.141, No.4(2021)



再生可能エネルギー電源大量連系に伴う電力ネットワー
クの変革

• 我が国は中小規模のPVが主流で配電系統に連系するものが
多い（狭隘な国土、欧米・中東のように大規模ソーラーに
向かない）

• 2040年代の洋上風力導入を円滑に進めるため広域ネット
ワークの再構築が必要

• マスタープランには需要側資源による調整力などが織り込
まれていない

• カーボンニュートラル実現には広域ネットワーク＋ローカ
ルグリッドに再構築せざるを得ない
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次世代電力ネットワークのイメージ:
RE主力化の電源構成に耐え得る最経済な「広域NW＋
ローカルグリッド」に再編していく
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出所：送配電協議会、2021
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出所 IEA

主要国の電源構成(2019)と柔軟性の必要性（英独など）



[H30.4.29(日)電力需給実績]
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• Duck curve on May 3, 2018
• The power supplied from PV has exceeded 80% of the demand in Kyushu area.
• 2 GW/hr ramp from 16:00
• Max forecast error of PV is 2 GW
• 2022年に入って、四国、東北、北海道、中国で出力制御を行った。



調整力リソースとしてのEV電池

• 太陽光発電(PV)や風力発電などの

自然変動電源が増加

• 第5次エネルギー基本計画ではPV、

風力発電主力電源化

→予測誤差を補償する予備力、

変動を吸収する調整力などの系統柔軟性の確保が重要
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周波数

50.1
50.0

49.9
変動・誤差

変動・誤差

電気自動車(EV)に対する充放電制御(V2G)の活用
どの時間帯でも乗用車の9割は駐車＝他用途に活用可
調整力：PV出力増→EV充電増or放電減
予備力：PV出力がいつ変わってもいいようにEV充電器が
待機
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V2G事業：経産省、2018年度から



2018年度V2Gアグリゲーター実証事業の
アグリゲーターコンソーシアム
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アグリゲー
ター

協力事業者 事業概要

EVPSの導入
予定台数
（2018,19,
20年度）

EV サイト

東北電力
日産
タイムス24

風力発電へのV2G
による変動対策効
果の検証

日立
（2,8,15）

日産 仙台市

東京電力HD

日立システムパワー
サービス
東電EP、東電PG
三菱自動車
静岡ガス
日立ソリューションズ

多数台のEVの協調
制御ならびにその
需給調整効果の検
証
V2Gの共通プラッ
トフォームの構築

日立
（20,100,未
定）

三菱自動車

三島市
岡崎市
さいたま市
横浜市

九州電力

電力中央研究所
三菱自動車
三菱電機
日産

PVが大量導入され
ている地域での
V2Gによる需給調
整効果の検証

三菱電機
（5,25,未
定）

三菱自動車
日産 福岡市、他

豊田通商
中部電力
Nuvve Corporation
トヨタ自動車

海外で実績のある
V2Gシステムの日
本市場での需給調
整の検証

椿本チェイン、
豊田自動織機、
他
（2,18,40）

トヨタ自動
車

豊田市



系統運用制約（下げ代制約が放電制約になる）を考慮すると、最大130
万kWの回避可能出力制御量
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再生可能エネルギー主力電源化に伴い、より効率的な需給運用を目指す
長期的に市場主導型混雑管理方式、Nodal Pricing, Pool制への移行も視野に
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次世代電力ネットワーク構築のCNに向けたロードマップ
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出所：送配電協議会、2021



重要なエネルギー・環境政策：
グリーン、デジタルによる成長戦略でもある

• 気候変動対策
• 2015年パリ協定で長期GHG低排出開発戦略の提出が決定
• 2050年 -80％（現在比）からカーボンニュートラルへの目標引き上げ（2021年）

• 第6次エネルギー基本計画
• 2021年閣議決定
• 再生可能エネルギーを最大限導入
• 省エネルギー対策を重視：インフラ維持、投資促進の視点からはバランス必要

• 原子力政策・法規制の見直しと小型モジュール炉(SMR)開発
• 経済安保、ウクライナ情勢→グリーントランスフォーメーション実行会議が原子力の本格

活用に向けてリプレース、新増設を進める姿勢

• 科学技術・イノベーション政策
• グリーンイノベーション戦略とグリーン成長戦略

• 電力システム改革
• 競争導入により供給増、価格低下を期待。
• 2020年完全自由化（送配電の法的分離）を完了
• 2022年配電事業ライセンススタート
• デジタル化などイノベーションを通じた成長戦略を重視

• エネルギー供給強靭化法
• 2020年成立、配電ライセンス、マイクログリッド、レジリエンス
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カーボンニュートラル（CN）実現の途
• 脱ロシアは短期的に容易でない→エネルギーコスト増、安全保障上も？

（安価な資源は中印に流れる）

• 再生可能エネルギー促進政策と限界費用球出しによる火力の退出：missing 
money problemに陥った政策の失敗

• コロナ禍からの経済回復と行動変容による需要構造変化を把握しているか

• CNへのエネルギートランジションの重要性：原子力、火力の再評価が不十
分

• 系統柔軟性のため、分散型蓄電池、EV充放電制御などDERの更なる活用が
必要

• 中長期での電力市場改革：プール制とLocational Marginal Pricing

• 中長期的にはセクターカップリングによるCO2排出削減と社会的付加価値
創出
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エネルギー政策の3E(Energy security, Economic 
efficiency, Environmental protection)の重点は変遷
ショックが起きると変わっきた
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脱炭素化（気候変動政策）に偏らず、エネルギーセキュリテイ、安定供給、経済
成長（エネルギー価格安定化）を重視し、バランスをとるべき
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御清聴ありがとうございます

電力システムの安定供給の課題とカーボンニュートラ
ルに向けたイノベーション


